
 

 

様式第十号（第十条の九関係）  

（第１面）  

  

産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書 

  令和○○年○○月○○日  

 

 広 島 市 長  

 

申請者   〒123-5678 

住 所 広島市中区国泰寺町一丁目 6 番 34 号  

氏 名 株式会社 広島産業  

                        代表取締役 産廃太郎  

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）  

電話番号  

 

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第１項の規定により、 
産業廃棄物収集運搬業  

産 業 廃 棄 物 処 分 業  

の事業範囲の変更の許可を受けたいので，関係書類及び図面を添えて申請します。  

許 可 の 年 月 日 及 び 許 可 番 号  令和○○年○○月○○日    第  7330123456 号  

収 集 運 搬 業 ・ 処 分 業 の 区 分    処分業  

許可に係る事業の範囲（収集運搬業

にあっては、取り扱う産業廃棄物の

種類及び積替え又は保管を行うか

どうか、処分業にあっては、処分の

方法ごとに区分して取り扱う産業

廃棄物の種類を記載すること。）  

 がれき類  

 

 

 

 

変 更 の 内 容  
 処分する産業廃棄物の種類に廃プラスチック類を追加す

る。  

変 更 理 由   事業の拡大に伴い種類の追加が必要になったため  

変更に係る事業の用に供する施設

の種類、数量、設置場所、設置年月

日、処理能力、許可年月日及び許可

番号（産業廃棄物処理施設の設置の

許可を受けている場合に限る。）  

 施設の種類：安定型最終処分場  

 数量：１施設  

 設置場所：広島市○○区○○町○丁目○○  

 設置年月日：令和○○年○○月○○日  

 処理能力：埋立容量○○㎥、面積○○㎡  

 許可年月日：令和○○年○○月○○日  

 許可番号：A＊＊＊＊＊＊  

変更に係る事業の用に供する施設

の処理方式，構造及び設備の概要  

  

変更なし  

※事 務 処 理 欄  

（日本工業規格  A 列 4 番）  

法人の場合：商業登記簿上の本店の

所在地、商号、代表者

の職・氏名  

個人の場合：住民票の住所、氏名  

現在 (変更前 )の許可証の事業範囲に

記載されている内容を記入してく

ださい。書ききれない場合、別紙に

記入して添付してください。  



 

 

（第２面）  

申請者（個人である場合）  

 

（ふりがな）  
生年月日  

本       籍  

氏  名  住       所  

  
 

 

（法人である場合）  

（ふりがな）  
住       所  

名  称  

株式
かぶしき

会社
がいしゃ

 広島産廃
ひろしまさんぱい

  広島市○○区○○町○丁目○○  

法定代理人（申請者が法第 14 条第 5 項第 2 号ハに規定する未成年者である場合）  

    （個人である場合）  

 

（ふりがな）  
生年月日  

本       籍  

氏  名  住       所  

  
 

 

（法人である場合）  

（ふりがな）  

名  称  
住       所  

  

 役員（法定代理人が法人である場合）  

 
（ふりがな） 生年月日  本       籍  

氏  名  役職名・呼称  住       所  

  
  

  

 
   

  

  
  

  

役員（申請者が法人である場合）  

 （ふりがな）  生年月日  本       籍  

 氏  名  役職名・呼称  住       所  

 
産廃
さんぱい

太郎
た ろ う

 
S60. 10. 1 広島市○○区○○町○丁目○○番地  

  代表取締役  広島市○○区○○町○丁目○○番○○号  

 
 産廃

さんぱい

花子
は な こ

 
S63. 10. 1 広島市○○区○○町○丁目○○番地  

  取締役  広島市○○区○○町○丁目○○番○○号  

 
 産廃

さんぱい

次郎
じ ろ う

 
S63. 11. 1 広島市○○区○○町○丁目○○番地  

  取締役  広島市○○区○○町○丁目○○番○○号  

 
 

  

 
  

 
  

   

 

・ 申請者が営業に関し成年者と同一の能力を有

しない未成年である場合、その法定代理人を記

入してください。  

  また、法定代理人が法人の場合、当該法人の

役員を記入してください。  

・ 次の役員を記入してください。  

① 登記簿に記載されている役員  

② 相談役、顧問その他いかなる名称を有

する者であるかを問わず、①の役員と

同等以上の支配力を有する者  



 

 

（第３面）  

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する

出資をしている者（申請者が法人である場合において､当該株主又は出資をしている者があるとき） 

 発行済株式の

総数  
20,000 株  出資の額  20,000,000 円  

（ふりがな）  

氏名又は名称  
生年月日  

保有する株式の数

又は出資の金額  
本          籍  

割   合  住          所  

株式
かぶしき

会社
がいしゃ

○
まる

○
まる

産廃
さんぱい

 

代表取締役  

産廃一郎  

 10,000 株  広島市○○区○○町○丁目○○番地  

 100 分の 50 広島市○○区○○町○丁目○○番○○号  

産廃
さんぱい

太郎
た ろ う

 S60.10.1 
    5,000 株  広島市○○区○○町○丁目○○番地  

 100 分の 25 広島市○○区○○町○丁目○○番○○号  

産廃
さんぱい

次郎
じ ろ う

 S63.10.1 
    3,000 株  広島市○○区○○町○丁目○○番地  

 100 分の 15 広島市○○区○○町○丁目○○番○○号  

  
  

  

 
   

  

  
  

  

 
 

  

  

令第６条の１０に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合）  

 （ふりがな）  

氏    名  

生 年 月 日 本          籍  

役職名･呼称  住          所  

 

産廃
さんぱい

三郎
さぶろう

 

S63.10.1 広島市○○区○○町○丁目○○番地  

 営業部長  広島市○○区○○町○丁目○○番○○号  

   

  

   

  

   

  

   

  

備考 

1 ※欄は記入しないこと。 

2 ｢法定代理人｣欄から｢令第６条の１０に規定する使用人｣までの各欄については、該当するすべての者を記載する

こととし､記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 

3 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ず

る者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。 

4 市長が定める部数を提出すること。 

※手数料欄  

・欄が不足して書ききれない場合  

・ 次の方を記入してください。  

① 本店又は支店の代表者  

② 収集運搬業に関する契約締結権限を有する者  

※ 申請者が個人の場合でも、営業所、出張所、その他これに類する営業拠

点で契約締結権限を有する者を置いている場合は記入してください。  


